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Ⅲ  最近の家計収支の特徴 

１ 最近の支出の変化 

（１） 税制改正による影響 

発泡酒の購入数量は改正前まで週末ごとに除々に増加，たばこの支出金額は改正前日に急増 

平成１５年は，５月には発泡酒，７月にはたばこの税率の引き上げなど家計の支出に直接影響を

与える出来事があった。 

発泡酒とビールの月別の１世帯当たりの購入数量の動きを，発泡酒の税率の引き上げがあった平

成１５年５月の前後でみると，発泡酒は引き上げ直前の４月には前年の同じ月に比べ大きく増加して

いるが，引き上げが行われた５月には減少している。一方，ビールは１月から夏に向かって増加する

例年の傾向に変化はない。 

なお，平成１５年４月の発泡酒の購入数量はビールの購入数量をわずかながら上回っている。これ

は家計調査で発泡酒の集計を始めた１２年１月以来初めてである（図２６）。 

次に，たばこは，月別の１世帯当たりの支出金額が年間を通して１，０００～１，１００円程度で推移し

ており，支出金額の変動が少ない品目であるが，発泡酒での傾向と同じように税率の引き上げ直前

の６月に支出金額が大きく増加している。また，税率の引き上げが行われた７月には支出金額が大幅

に減少したものの，８月以降は以前の水準に戻っている（図２７）。 

年間を通してみると，発泡酒の購入数量は,平成１２年(１０．２２l),１３年（１７．２９l）,１４年(２０．６８l) 

と年々増加していたが，１５年は２１．７３l とわずかな増加にとどまった。 また， たばこの支出金額は，

平成１２年（１４，５１９円），１３年（１３，６９５円），１４年(１３，００１円)と減少していたが，１５年は１３,０３８

円と税率の引き上げの影響もあって増加となった。 

 

図 ２６  発泡酒とビールの月別購入数量      図 ２７  たばこの月別支出金額の推移 

の推移（全国・全世帯）                            （全国・全世帯） 
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次に，発泡酒とたばこの支出金額を税率の引き上げ前の月から引き上げ後の月にかけて日別に

みると，発泡酒は，引き上げ前の４月の中旬以降週末の支出金額が除々に増加し，２９日の休日と引

き上げ前日の３０日は，平成１４年４月の１日当たりの平均金額に比べ約５倍となっている。平成１４年

の支出金額と比べても，４月は多くなっているが，５月は少なくなっている（図２８）。 

一方，たばこは６月の最後の１週間に大幅に増えている。特に税率の引き上げ前日の３０日は，平

成１４年６月の１日当たりの平均金額に比べ約１０倍となっている。平成１４年の支出金額と比べても，

７月に入ってからは少なくなっている（図２９）。 

 

  図 ２８  発泡酒の日別支出金額（全国・全世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）網掛けの部分は土曜日・日曜日・祝日を表す。 

 

  図 ２９  たばこの日別支出金額（全国・全世帯） 
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（２） 冷夏の影響 

冷夏で夏季商品や電気代が減少 

平成１５年の夏は，平均気温が低く，１０年ぶりの冷夏となった。 

夏季商品の支出について７月と８月の合計値を１世帯当たりで過去３年平均（以下「例年」という。）

と比較すると，すいか，ビールと発泡酒の合計は，購入数量でそれぞれ２９．３％，９．９％下回り，ア

イスクリーム・シャーベットは，支出金額で２０．３％下回っており，例年に比べ大幅に減少している。

この傾向は，平成１５年と同じように冷夏だった１０年前の５年と同様である(図３０)。 

一方，冷夏の中で支出が増加した品目もある。カップラーメンを含む即席めんの購入数量をみると，

平成１５年は例年を７．６％上回っている(図３１)。 

また，冷夏は光熱費にも影響を与えている。光熱費の支払いは使用した月の翌月となるため，８月

と９月の合計値で比較すると，夏季に冷房器具の使用などにより支出が多くなる電気代は，冷夏で 

あった平成５年，１５年では例年をそれぞれ６．３％，１３．９％下回っている。逆にガス代は，例年を

それぞれ１４．４％，５．６％上回っている(図３２)。 

 

図 ３０  夏季商品の支出(７月と８月の合計値)(全国・全世帯)   
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図 ３１  即席めんの購入数量(７月と８月の合計値)(全国・全世帯) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３２  電気代とガス代の支出金額(８月と９月の合計値)(全国・全世帯)   
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   （３） 健康志向  

         年齢とともに高まる健康保持用摂取品への支出 

近年，高齢化の進展や医療費の自己負担の増加等もあって，健康に対する関心が高まっている。 

医薬品，保健医療用品・器具，保健医療サービス及び健康保持用摂取品を含む保健医療につい

て，１世帯当たりの年間の支出金額について，その推移を平成７年を１００とした指数でみると，７年

以降緩やかな上昇を続け，１５年は１２４．８となった。このうち健康保持用摂取品についてみると，平成

１２年まで緩やかな上昇を続けた後，１３年は１７５．０と大幅に増加した。平成１４年はダイエット食品によ

る肝障害などの健康被害が相次いだこともあり前年に比べ低下したものの，１５年は再び大幅に上昇し，

１９９．８となった（図３３）。 

また，健康保持用摂取品の年間の支出金額を世帯主の年齢階級別にみると，平成１５年は年齢階級が

高くなるほど支出金額が多くなっている。５年前の平成１０年と比べてみると，３０歳未満の世帯及び３０～

３９歳の世帯ではやや少なくなっているのに対し，４０～４９歳から上の年齢階級の世帯では多くなってお

り，特に６０歳以上の世帯では，１０年の１０,１４４円から１５年の１９,５５４円へと約２倍となっている    

（図３４）。 

図 ３３ 保健医療の支出金額指数の推移（全国・全世帯） 

                                        

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３４ 世帯主の年齢階級別健康保持用摂取品の支出金額（全国・全世帯） 
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購入価格指数

（５） 家電製品の価格の変化 

主な家電製品の価格は上昇 

家庭用耐久財又は教養娯楽用耐久財に含まれる家電製品について，１世帯当たりの購入数量及

び購入価格の推移を平成２年を１００とした指数でみると，家庭用耐久財の購入数量指数は，４年，５

年と，景気後退や冷夏などの影響により，２年連続で平成２年の水準を大幅に下回ったものの，６年

から１２年まで平成２年を上回る水準で推移し，１３年には家電リサイクル法（注）施行前の駆け込み

需要などの影響もあって大幅に上昇した後，１４年，１５年と２年連続して低下している。また，教養娯

楽用耐久財の購入数量指数は，平成３年，４年に大幅に低下した後，５年から１１年まではおおむね

上昇傾向を示していたが，１２年以降は低下傾向となり，１４年，１５年と２年連続で平成２年の水準を

下回った。 

一方，購入価格指数は，家庭用耐久財，教養娯楽用耐久財ともに平成５年から１３年までおおむ

ね低下傾向を示していたが，１４年に教養娯楽用耐久財が上昇に転じ，１５年には家庭用耐久財も

上昇した（図３８）。 

（注）特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７号）の略称 

 

図 ３８ 家庭用耐久財及び教養娯楽用耐久財の購入数量指数及び購入価格指数の推移 

                                      （全国・全世帯） 

                             （平成２年＝１００） 
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２．購入数量指数は，対象品目各々について平成２年を基準として指数化し，さらに，平成２年の支出金額
をウエイトとして加重平均することにより算出した。 

３．購入価格指数は，支出金額指数を購入数量指数で除することにより算出した。 
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家庭用耐久財のうち，電気冷蔵庫，電気洗濯機及びエアコンディショナについて，購入数量及び

購入価格の推移を平成２年を１００とした指数でみると，電気冷蔵庫の購入数量指数は，平成５年か

ら９年までおおむね上昇傾向で推移し，１０年以降はおおむね低下傾向で推移している。一方，購

入価格指数は，１４年までおおむね低下傾向を示していたが，１５年は上昇した。 

電気洗濯機の購入数量指数は，平成１０年以降，平成２年の水準を下回り，１４年，１５年と２年連

続で低下しているが，購入価格指数はおおむね上昇傾向にある。 

エアコンディショナの購入数量指数は，平成４年から５年にかけて，景気後退や天候不順の影響

で大幅に減少した後，６年以降は水準を戻したが，１５年は冷夏の影響などで平成２年の水準を下

回った。なお，平成１３年は家電リサイクル法施行前の駆け込み需要などにより大幅に増加している。

購入価格指数は，平成５年以降，おおむね低下傾向にあるもののその低下幅は縮小している。 

次に，教養娯楽用耐久財のうちテレビについてみると，購入数量指数は，平成３年，４年と２年連

続の低下となったが，５年以降は平成２年の水準を上回って推移している。また，購入価格指数は，

平成４年以降，おおむね低下傾向を示していたが，１４年及び１５年は，価格の高いＰＤＰ（プラズマ・

ディスプレイ・パネル），液晶などの薄型テレビや，地上波デジタル放送（１５年１２月開始）対応の新

機種の発売などもあり上昇した（図３９）。 

なお，テレビの購入価格を世帯主の年齢階級別に５年前の平成１０年と比較すると，４０～４９歳か

ら下の年齢階級の世帯では低下しているのに対し，５０～５９歳から上の年齢階級の世帯では上昇し

ており，年齢の高い世帯での購入価格の上昇が，テレビの購入価格指数の上昇に寄与している（図

４０）。 
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図 ３９ 主な家電製品の購入数量指数及び購入価格指数の推移（全国・全世帯） 

                                         （平成２年＝１００） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４０ 世帯主の年齢階級別テレビの購入価格（全国・全世帯） 
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（４） 飲料・酒類の消費 

大幅に伸びたココア・ココア飲料 

主な飲料について１世帯当たりの年間の支出金額について，その推移を平成１２年を１００とした指

数でみると，ココア・ココア飲料は１２年，１３年，１４年とあまり変化がみられなかったが，１５年はその

栄養価が注目されたこともあり，１４３．２と平成１２年の水準を大幅に上回った。また，飲料酢，アミノ酸

飲料及びミネラルウォーターなどを含む「他の飲料のその他」は上昇を続け，平成１４年に１１０．２，１

５年には１２１．６となった。 

また茶類とコーヒーそれぞれについて飲料と茶葉・コーヒー豆に分けてみると，茶飲料は平成１３年

に大幅に上昇した後，緩やかに上昇を続け１５年に１２７．０となった。コーヒー飲料も上昇傾向にあり，

１５年は１０３．１と１４年に比べやや低下したが，１２年，１３年を上回る水準となっている。一方，緑茶

（茶葉のみ），コーヒー（飲料を除く。）はどちらも低下傾向にあり，平成１５年にはそれぞれ９０．６，９

２．４となった（図３５）。 

 

図 ３５  飲料の支出金額指数の推移（全国・全世帯） 

                                                        （平成１２年＝１００） 
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酒類について１世帯当たりの年間の購入数量について，その推移を平成１２年を１００とした指数で

みると，１２年以降ビール，ウイスキー及びぶどう酒が低下傾向となっており，清酒も１５年は９３．８と低

下している。一方，発泡酒，焼ちゅうは上昇傾向にあり，平成１５年はそれぞれ２１２．６，１２６．７となっ

ている（図３６）。 

また，焼ちゅう及び清酒の購入数量の推移を１０年前の平成５年からみると，清酒は５年の１３，７１３

ml から１５年の１０，１６４ml まで減少傾向で推移した。一方，焼ちゅうは平成５年の５，０３０ml から増

加傾向で推移し，１５年は８，７３０ml となっている（図３７）。 

 

図 ３６  酒類の購入数量指数の推移（全国･全世帯） 

      （平成１２年＝１００） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

         （注） 「ウイスキー」は輸入ウイスキーと国産ウイスキーを合計したもの 

 

 

図 ３７  清酒，焼ちゅうの購入数量の推移（全国･全世帯） 
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